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｜施策 14 2 交嬰亨故ゼ口、飲酒運転0 （ゼロ）をめざす安全なま 1
｜山 ちづ、り 」

I~民の皆さんとめざす姿 一｜
長民一人ひとりが、 I受逼事訟を起こさない、交通事故に遭わない」という交通安全意識の高揚に加
え、「地域で支え合い、地域の安全は地域で確保する」、「飲酒運転をしない、させない」という意識を
持って行動することで、交通事故と飲酒運転が減少しています。
また、交通安全施設等の整備が進み、誰もが安全で快適に通行できる道路交通環境が整備されてい
ます。

「現状と課題 I 

圃県内の交通事故による死者数および負傷者数は長期的に見た場合には減少傾向にありますが、平成
26(2014）年は約11,000人（1日あたり約30人）の方が死傷し、 10万人あたりの死者数は全国ワ
ース卜3位と、県民の皆さんが安全に安心して暮らしていくには未だ厳しい情勢にあることから、
交通安全対策の強化が求められています。

圃飲酒運転違反の厳罰化にも関わらず、飲酒運転事故や飲酒運転違反者はなくならない現状にあり、
飲酒運転はしない、させないという意識の定着とともに、アルコール依存症などの関連問題を含め
て総合的な取組が求められています。

・少子高齢社会の進展に伴い、高齢者が当事者となる交通事故が増加傾向にあるほか、次代を担う子
どもを交通事故から守ることは社会的要請であることから、子どもや高齢者等の交通事故抑止対策
の推進が課題となっています。

圃交通事故総数や死傷者数の減少に向けて、交通安全意識や交通マナーの向上のための教育・啓発や
交通安全施設の整備、交通指導取締りなど、ソフド・ハード両面から交通安全対策を一層強力に推
進することが求められています。

県民一人ひとりが安心して暮らしていくためには、交通安全意識の高揚や交通安全対策の推進によ
り、交通事故が減少していることが必要です。そのため、さまざまな主体と連携して交通安全教育や
啓発活動を推進します。

取組方向

圃県民一人ひとりが交通安全について互いに注意を呼びかけあい、「地域の安全は地域で確保する」
という意識が醸成されるよう、さまざまな主体と連携し、それぞれの特性を生かした交通安全教
育や啓発活動を推進するとともに、防犯等の他部門とも連携した交通事故から県民を守る取組を
推進します。

・飲酒運転の根絶のため、規範意識の定着のための飲酒運転0 （ゼロ）をめざす教育・啓発と再発
防止のための飲酒運転違反者へのアルコール依存症の受診義務などの対策を推進します。

園子どもや高齢者が、安全で安心して生活できる交通環境の実現に向けた交通安全対策を推進する
とともに、地域や職域で交通安全活動に取り組む指導者を育成することにより地域の主体的な交
通安全活動を支援します。

園交通安全施設の整備を推進するとともに、飲酒運転や信号無視等の悪質・危険な違反、シートベ
ルトの着用やチヤイルドシートの正しい使用の徹底に重点を置いた取締りや啓発活動を推進しま
す。



l 一位向］
市町、学校、関係団体等さまざまな主体との連携が進み、それぞれの特性を生かした交通安全教育や
啓発活動が行われ、交通事故をなくすという地域主体の交通安全活動の輸が広がり、交通事故による死
者数が減少しています。

｜ 県民指標 =:_] 

・・・・・・・＝彫遺書ii：・・・・・・・・・•！諸問作靖国圃・・・：1靖信・・・｜ 目標項目の説明 ｜ 

l交通轍死者数 II II 1交通朝発生か 2

14201 交通安全意識と交通マナーの向上に

向けた啓発・教育の推進 l交通事故死傷者数
（主担当：環境生活部交通安全・消費生活課）

四季の交通安全運動などの取組により、広報・
啓発を推進するとともに、参加・体験・実践型の II ［目標項目の説明］
交通安全教育を推進します。 ｜交通事故1こよる死者数と負傷者数の合計
また、交通弱者の交通事故防止対策などを重点
的に推進します。

14202 飲酒運転0 （ゼロ）をめざす教育・啓
発および再発防止対策の推進
（主担当．環境生活部交通安全・消費生活課）

東戻一人ひとりに規範意識の定着を図るため、
関係団体や教育機関等と連携し、教育・啓発活動
を推進します。
また、飲酒運転違反者への教育やアルコール依
存症の受診義務等の取組により再発防止を図りま
す。

14203 安全で快適な交通環境の整備
（主担当：警察本部交通部）

事存若手蓮転者が安全で快適に通行できるよう
信号制御機の更新をはじめとした交通安全施設を
整備します。

14204 交通秩序の維持
（主担当：警察本部交通部）

飲酒運転や信号無視等の悪質・危険な違反、シ
ートベルトの着用やチヤイルドシートの正しい使
用の徹底に重点を置いた取締りや広報啓発活動を
推進します。
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高齢者交通事故死
者数

［目標項目の説明］
交通事故死者数のうち、 65歳以上の高齢者の数

飲酒運転事故件数

〔目標項目の説明〕
飲酒運転が関係する人身事故発生件数

老朽化した信号制
御機の更新数（累
計）

〔目標項目の説明〕
歩行者や運転者が安全で快適な交通環境を維持するため
に必要な信号制御機の更新数

運転者のシートベ
ルト着用率

〔目標項目の説明〕
一般道における運転者のシートベルト着用率



~~ 
消費者団体、事業者団体、地域住民、県・市町等さまざまな主体が連携することにより、消費者一
人ひとりが消費生活に関する正しい知識を得て、事業者との契約トラブル等を回避する自主的かっ合
理的な消費活動を行うとともに、自らの商品や役務（サービス）の購入が公正かつ持続可能な社会の
形成に影響を及ぼすことを理解した消費生活を営んでいます。

｜現状と課題 ｜ 

圃消費者と事業者との間に、商品・権利・役務に関する内容や取引条件等について情報の質・量等の
格差がある中で、 IT環境の高度化や各種の技術革新に伴い商品等や商取引の多様化・複雑化が一層
進み、新たな消費者トラブルが発生しています。中でも「自宅にいる」「貯蓄がある」高齢者や高
齢者単身世帯の増加により、高齢者の被害がさらに増えると見込まれます。

圃国や県、 1市町が役割分担しつつ一体となって消費者行政に取り組み、自らの判断で合理的な消費活
動ができるよう消費者教育の推進および啓発・支援を行Bっていくとともに、消費者に身近な市町の
消費生活相談窓口をさらに充実させていくことが必要です。

圃安全で安心な消費生活を守るために、消費者団体、事業者団体、市町、関係機関等のさまざまな主
体と連携し、地域の実情に応じて高齢者への対応を主とした取組を進めていくことが必要です。

・安全で安心な社会の構築、健全な企業の発展のため、事業者においても、消費者のさまざまな声に
耳を傾け、事業者自らの顧客満足度の向上に生かすことが企業の発展にも不可欠なものとなってい
ます。

l消費者、事業者、教育機関、福祉機関、県・市町等さまざまな主体が、消費生活の安全を支え合う
意識を醸成することで、消費者トラブルの未然防止や早期解決を図ります。また、自らの消費活動が、
将来の世代にわたって国内外の社会経済情勢や地球環境に影響を及ぼすことを理解した、公Eかつ持
続可能な社会の形成にも寄与する、自主的かつ合理的な消費活動を促します。

取組方向 J 
圃さまざまな主体が参画する「みえ・くらしのネットワーク」を生かし、消費者と事業者等との情
報交換や連携した啓発活動を活発に行うことにより、特殊詐欺を含む消費者トラブルの未然防止、
拡大防止を図ります。特に、高齢者の被害を防止するため、「消費者啓発地域リーダー」、市町や
福祉機関等による地域での啓発活動を促進・支援します。

圃消費者出前講座、青少年育成講座、お金に関する金融講座等を実施するとともに、学校や大学等
の教育機関と連携して消費者教育に取り組むことにより、消費者ドラブルの未然防止や自主的か
つ合理的な消費活動の実現を図ります。

圃県消費生活センターは、県内の消費者行政の中核センターとして、消費者事故等に関する情報集
約や情報提供、専門的な相談対応を行うとともに、新たな消費生活相談員等の人材育成や広域的
連携による市町相談体制の充実への支援・助言を行います。

圃商品・役務の適正な表示、安全性の確保、悪質な商取引の防止のため、「不当景品類及び不当表示
防止法」（景品表示法）の改正等もふまえ、関係部局、市町、警察ほか関係機関、近隣府県等と連
携して事業者指導・啓発を行います。
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r 主脳部局：一生活部 J 
丙わ1時点匂引金目襟
さまざまな主体の連携による消費者啓発や消費者教育、情報共有や情報提供が行われ、消費生活の安
全を地域で支え合う意識が高まることにより、消費生活相談を利用しながら、消費者トラブルの予防や
解決等に向けた県民の皆さんの自主的な取組が広がっています。

・・•！手正問ft~・・・:ii沼It・-！ 目襟項自の説明 ｜ 
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消費者トラブルに遭った時に消費生活セ
ン告ーや市町の消費生活相談窓口を利用
するとした人の割合

トミ記~~－－J
14301 自主的かつ合理的な消費活動への支
援

〈主担当：環境生活部交通安全・消費生活課）
「みえ・くらしのネットワークJを生かした啓
発を行うとともに、十消費者出前講座等の開催や啓
発情報の提供に取り組みます。また、地域リーダ
ーを支援するとともに、市町、福祉機関、老人ク
ラブ等に働きかけ、地域での啓発活動を促します。

消費生活講座等で必
要な知識が得られた
とする人の割合

〔目標項目の説明］
出前講座等でのアンケートで、消費者トラブルに遭わな
いために必要な知識が得られた（内容を理解できた）と
回答した受講者の割合

14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保l消費生活相談におい
lて斡旋により消費者

一＿（主担当直境生活融甑土油生活課斗一円「プ7附解演じ古
県消費生活センターの専門性を確保し、消費者j割合
からの相談に迅速かっ適切に対応するとともに ~ 1〔目標項目の説明〕
市町を含む相談員の資質向上等を図り、県内の相l － 
談体制の充実を支援します。また、適正な商取引l消費生活相談l』おいて、県消費生活セントが斡旋を行
が行われるよう、事業者に対して指導・助言等を lった事案のうち消費者トラブルが解決した割合
行います。



F重量量彊諸島町一一一一一一一一一一一一一一一一一弓
施策15 1 地球温暖化対策の推進 j 

地球温暖化対策の必要性について広〈認知され、県民一人ひとりが日常生活において、また事業者
は事業活動において、温室効果ガス排出削減に向けて自主的に行動し、地球温暖化の緩和が進められ
ているとともに、さまざまな分野において、県内で起こりつつある地球温暖化による気候変動の影響
ベの適応が進められています。

｜現状と課題

圃三重県域における平成24(2012）年度の温室効果ガスの排出量は、基準年度（平成2(1990）年度）
に比べると 6.9%増（森林吸収量を含む）と大きく増加しています。排出量の内訳を二酸化炭素で
見ると、産業部門が56%、運輸部門が15%と排出量の大部分を占める一方、伸び率（1990年度比）
では、民生業務部門（オフィス、店舗等）が102%、民生家庭部門が25%と大きな伸びを示してい
ます。

圃県民、事業者等において、個々に地球温暖化対策の取組が進められているものの、連携した地域の
低炭素なまちづくりといったものとはなっていません。

圃平成23(2011）年3月に発生した東日本大震災とそれに伴う原発事故により、エネルギー問題が大き
くクローズアップされ、県民の皆さんや事業者に省エネルギーの意識が高まりつつあるものの、必
ずしも県域の二酸化炭素排出削減につながっていない状況にあります。

E世界的に温暖化の影響が顕在化しつつあり、県内においても、温暖化の影響と思われる変化が現れ
てきています。

E今後の環境行動の定着を図るためには、子どもたちへの環境教育が重要です。

地球温暖化による影響がすでに身近に起こりつつあり、さまざまな主体が自らのこととして地球温
暖化防止に向けた具体的な行動に取り組む必要があります。
地域の特性を生かした再生可能エネルギー等の導入や技術革新によって、地域が活性化した豊かな
低炭素社会づくりを進めます。

｜取組方向 」
回「三重県地球温暖化対策推進条例」や「三重県地球温暖化対策実行計画」に基づき、温室効果ガ
スの排出削減の取組を総合的に推進していきます。

置地域が一体となって電気自動車等を活用するなど、低炭素なまちづくりを進めることにより、温
室効果ガスの排出削減を促進します。

圃県民の皆さんや事業者に対しては、県や地球温暖化防止活動推進員等が行う普及啓発活動を通じ
て、省エネルギー、節電、再生可能エネルギーの利用等によるエネルギー使用量の削減を進めま
す。1

・気候変動の影響や地球温暖化対策（緩和策・適応策）について、県民や事業者に情報提供してい
きます。

圃三重県環境学習情報センターを拠点に環境教育を推進していきます。
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〔 主同一一丁
家庭や事業所では、省エネルギー、節電、再生可能エネルギーの導入等の温室効果ガス排出削減の自
主的な取組が進んでいます。
また、県民、事業者等が連携した低炭素なまちづくりの取組が広がっています。

｜ 県民指標 I 
・・・・・・・SI信監1=-・・•1子＇.tii. 同国圃

温室効果ガス排出削減の取組推進

（主担当；環境生活部地球温暖化対策課）
［三重県地球温暖化対策実行計画」を着実に推
進し、温室効果ガスの排出削減を進めます。

！ 目標演目の説明 ｜ 

天扇寝事葉p百三蚕
ける温室効果ガス
の排出量の増減比
率
〔目標項目の説明〕
「三重県地球温暖化対策推進条例Jに基づく地球温暖化
対策計画書対象事業者の温室効果ガス排出量の増減比率

15102 電気自動車等を活用した低炭素なま l電気自動車等を活
ちづくりの推進 l用した低炭素なま
（主担当：環境生活部地球温暖化対策課）｜ちづくりに取り組

ば7市町の数市町とともに進める l低炭素なまちづくりネッ II..＿，」町 W 凱

一一一一“一回二4会議」一等乏活周ーし「先進事例：を学ん」出J-.-1一目標項閣の説明
情報交換を行うことで、具体的な低炭素なまちづl電気自動車等を活用した低炭素なまちづくりに取り組む
くりの取組を進めます。 1市町の数

1510③地球温暖化対策の普及啓発の推進
（主担当：環境生活部地球温暖化対策課）

気候変動の影響や地球温暖化の問題について情
報提供を行L人県民や事業者の取組を促進します。

1q104 環境教育の推進
（主担当：環境生活部地球温暖化対策課）

県環境学習情報センターを活用した講座やイベ
ントの開催などにより、子どもたちを中心に環境
教育を行い、地球温暖化防止等の環境行動の定着
を図ります。
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地球志藤干同素講
座等の受講後に、活
動に取り組む意向
を示した受講者の
割合
〔目標項目の説明〕、
県民や事業者向けの地球温暖化防止や気候変動による影
響に関する講座後のアンケートで、地球温暖化対策等の
汚勤［こ堅り組む童向を百三した受講者の割合

環境教育講座等参
加者の満足度

〔目標項目の説明〕
小学校高学年以上を対象とした講座におけるアンケート
調査で、その内容等について4段階で「非常によい、よ
いJと回答した参加者の割合の平均値



私たちの生活や事業活動から生じる廃棄物について、県民の皆さんや事業者などのさまざまな主体
の連携により、発生抑制、再使用、再生利用、適正処理が進むとともに、廃棄物が貴重な資源やエネ
ルギー源としてより一層有効活用され、循環型社会の定着が実感できる社会となっています。

｜現状と課題 ｜ 

圃県民、事業者、行政などさまざまな主体が連携した3R （発生抑制、再使用、再生利用）の取組に
より、一般廃棄物の排出量、最終処分量は着実に削減され」資源化率についても全国と比べて高い
水準を維持している状況にありますが、引き続き「ごみゼロ社会」の実現に向けた取組を推進する
必要があります。

国産業廃棄物の3Rの推進により、再生利用率は向上し、最終処分量は着実に削減されましたが、排
出量については、景気の動向もあり明確な削減傾向は見られない状況です。今後、排出量の削減等
に向け、排出事業者の一層の取組が求めらています。

国産業廃棄物の不法投棄等不適正処浬については件数、量ともに減少傾向にありますが、依然として
後を絶たない状況です。今後、排出事業者責任の徹底、処理状況の透明化や厳正な監視指導など、
県民が安全・安心を実感できる取組が必要です。また、南海卜ラフ地震等の大規模災害時において
も、円滑に災害廃棄物処理が行われる体制を早期に整備することが求められています。

・過去に産業廃棄物が不適正処理された4事案（四日市市大矢知・平津、桑名市源十郎新田、桑名市
五反田、四日市市内山）については、行政代執行により着実に環境修復を行うことが必要です。

廃棄物の適正処理の体制整備により安全・安心を確保し、発生抑制や質の高い循環利用を推進する
ことで低炭素社会づくりや自然共生社会づくりにもつながる循環型社会を構築していく必要があり
ます。そのため、県民、事業者、行政などさまざまな主体が地域特性や資源の性質に応じた最適な規
模の循環の形成に取り組み、持続可能な循環型の地域づくりを進めていきます。

｜取組方向 ｜ 

圃ごみの発生・排出抑制や循環利用を推進することにより、最終処分される廃棄物を極力抑制し、
レアメタルや未利用エネルギーの回収・活用など、循環の質を高めるための取組を進めます。ま
た、 RD F焼却・発電事業の安全で安定した運用を図るとともに、将来にわたって一般廃棄物の
適正処理がなされるよう市町との連携に努めます。

園産業廃棄物が貴重な資源として一層有効活用されることをめざし、排出事業者や処理業者の3R
の取組を促進します。

圃電子マニフエストの活用や優良認定処理業者の育成を進め、産業廃棄物の排出事業者の処理責任
を徹底すると主もに、監視指導により不法投棄等不適正処理の未然防止や早期対応を進めます。
また、東日本大震災や紀伊半島大水害等の経験や教訓を生かし、南海トラフ地震等の大規模災害
に備えて災害廃棄物処理が行われるための体制を整備します。

圏不適正処理4事案について、地域住民とのリスクコミュニケーションのもとで、計画的に環境修
復を進め、安全・安心、を確保します。
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【 主担当部局：醐生活部廃棄物対策局 ］ 
「平成31年度末での到達目標 ｜ 
ごみの発生・排出抑制が進み、地域での廃棄物の質の高い循環利用を図ることにより、最終処分され
る廃棄物が減少しています。また、産業廃棄物の排出事業者の処理責任の徹底や監視指導により、不法
投棄等不適正処理の未然防止や早期対応が進み、不適正処理4事案についても着実に是正されてきてい
ます。

｜ 県民指標 ｜ 

・・・・・・・・El髭Il•1=-・・E担問医圃・・l

ごみゼ口社会の実現

（主担当：環境生活部廃棄物対策局廃棄物・リサイクル課ユ
ごみの発生・排出が極力抑制され、排出された
不用物が地域で資源やエネルギー源として最大限
有効活用されることをめざします。

｜ 目標項目の説明 I 

1人1日あたりの
ごみ排出量（一般廃
棄物の排出量）

〔目標項目の説明〕
一般廃棄物年間排出量を人口および365日で除した数値

15202 産業廃棄物の3Rの推進 I I i 産業廃棄物の再生｜
（主担当：環境生活部廃棄物対策局廃棄物・リサイクル課） ~利用率 ｜ 
｜ 産業廃棄物の発生・排出が極力抑制され、排出

一一一一店主主産業庭塞阻i貴重盆資遮主主主主主=l原ムlL目標現自の説明J
して最大限有効活用されることをめざします。 l産業廃棄物の排尚量に対する再生利用量（排出事業者お

よび処理業者で再生利用された量）の割合

15203 廃棄物処理の安全凶安心の確保
（主担当：環境生活部廃棄物対策局廃棄物監視指導課）
廃棄物の適正処理や不法投棄等不適正処理対策
を推進するとともに、災害廃棄物の処理体制を整
備することで、生活環境の保全と安全・安心の確
保を図ります。

15204 不適正処理の是正措置の推進
（主担当：環境生活部廃棄物対策局廃棄物適正処理PT)
産業廃棄物の不適正処理により生活環境保全上
の支障等があり、原因者による措置が困難な4事
案について、行政代執行による是正措置を実施し、
着実に環境修復を行います。
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不法投棄等不適正
処理事案の改善着
手率

〔目標項目の説明〕
不法投棄等不適正処理事案について、行為者等が改善に
着手した割合

不適正処理4事案
にかかる行政代執
行による是正措置
の進捗率
〔目標項目の説明〕
不適正処理4事案をそれぞれの実施範囲等により区分
し、区分に応じた是正措置が完了した割合



政策 I -5環境を守る

大気や河JI/、海域の環境基準が達成され、県民の皆さんが良好な大気環境と美しい水環境のもとで、
健康で豊かな生活を蛍んでいます。
また、県民の皆さんやさまざまな主体が協力して大気や水環境の保全活動に積極的に取り組み、自
動車排出ガスや生活排水などの身近な暮らしの問題に対する取組の効果があらわれています。

｜現状と課題 ｜ 
園大気環境はおおむね良好な状態に改善されていますが、健康に影響を与える光化学スモッグ注I1や
PM2. 5注）2については、依然として、その濃度上昇に備えるための予報等を発令している状況です0

・河川の水質は、環境基準 CBO D注）3）の達成率が 90%以上で推移しており改善傾向にあります。
一方、海域の水質については環境基準（COD注）4）の達成率が 50%前後で推移しており、また、
伊勢湾においては赤潮や貧酸素水塊が毎年発生している状況です。水質汚濁の主な要因となってい
る工場・事業場排水や生活排水について汚濁負荷の削減等による水質改善が求められています。

圃自動車排出ガスの影響により、一部の測定地点では二酸化窒素濃度が環境基準に近い水準で推移し。
ており、局地的l二は環境基準を超過する濃度となっているおそれがあります。

園生活排水処理施設め整備は着実に進展してきましたが、整備率は全国平均と比較してまだ低〈、未
整備人口の解消が求められています。

圃伊勢湾等の海岸域では、河川を経由して流入したごみが多量に漂着しており、砂浜等の景観の悪化
が課題となっているほか、漁業や生態系への影響が懸念されています。このような課題の解決に向
けて、流域圏でのネットワークづくりや、環境保全活動の拡大と活性化が求められています。

美しい自然環境のなかで、豊かで魅力ある地域づくりを進めるには、大気環境と水環境が保全され
ている必要があります。県民の皆さんが安全・安心で豊かな生活を営むためには、身の周りの環境が
良好な状態である必要があります。このため、工場・事業場に対して、法令遵守はもとより、負荷量
の削減に向けた取組を促進します。
地域の美しい自然の魅力を磨き上げるためには、人と人とのつながりを深め、環境を守ろうとする
意識を醸成する必要があります。さまざまな主体による環境保全活動の拡大と活性化を図ります。

・光化学スモッグや PM2.5による被害を未然に防止するため、予報等の情報伝達を速やかに行うと
ともに、光化学スモッグの主な原因物質と考えられる揮発性有機化合物等の排出抑制に取り組み
ます。

圃伊勢湾の水質改善に向け、「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画J
に基づき、工場・事業場からの汚濁負荷の削減に取り組みます。

圃 NOx・P M法珪）5に係る自動車環境対策については、事業者や関係団体の協力を得ながら大気環
境への負荷が少ない自動車の利用を進めるとともに、大気汚染物質濃度を注視し、必要な対策を
実施します。

園生活排水対策については、「生活排水処理アクションプログラムJに基づき、市町と連携して、下
水道、浄化槽、集落排水施設等の効率的・効果的な整備が行われるよう地域の実情に応じた適切
な手法による整備を進めます。

回海岸漂着物対策については、「三重県海岸漂着物対策推進計画」に基づき、海岸管理者、県民の皆
さん、民間団体、企業等による協力体制を構築し、美しい海岸を保全していきます。また、伊勢
湾流域圏の愛知県、岐阜県、名古屋市とも連携し、木県がリーダーシップをとり海岸漂着物の発
生抑制等の対策に取り組みます。

圃伊勢湾の汚濁のメカニズムなどを解明するため、大学等研究機関と連携して調査・研究を推進し
ます。
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｜平成作度末での臨時 一一｜
工場・事業場において排出ガスや排出水が適正に管理されるとともに負荷量め削減が行われていま
す。大気環境への負荷が少ない自動車の利用が進み、さらに生活排水処理施設の整備促進により、大気
や河川、海域の環境基準の達成率が向上しています。
また、県民の皆さんやさまざまな主体が協力して環場保全活動に積極的に取り組むことにより、身近
な暮らしの問題を改善していきます。

I 県民指標 ｜ 

ー場町ー｜ー－＝t:醐＝－ 1

大気圃水環境内の負荷の削減

（主担当．環境生活部大気・水環境課）
大気、水質の規制対象工場・事業場に立入検査
を行い法令遵守の状況を確認・指導をします。ま
た、大気環境、公共用水域（河川、海域）および
地下水の常時監視を行い適合状況を確認します。

I 目標項目の説明 ｜ 

大気・水質の排出基
準適合率

〔目標項目の説明〕
工場・事業場への立入検査において、大気中へ排出され
るばい煙等および公共用水域への排出水が大気汚染防止
法、水質汚濁防止法等の排出基準に適合している割合お
よび不適合であったが適合するよう改善した割合

15402. 自動車環境対策の推進 II NOx ・ P M法対策 l
（主担当：環境生活部大気・水環境課lII地域全体の大気環

天主主環境への負荷が少ない自動車の利用を進めi境基準達成率
一一一－~ますτ国の大気汚染物質凄度の評価手 を京ま文~1 f目標項目百説湖］
目自動車排出窒素酸化物等総量削減計画の進行管理lNOx・P M法対策地域全体における二酸化窒素、浮遊
に関する調査を実施L対策につなげます。 l粒子状物質の大気環境基準を達成した割合（面的評価方

法の確定後は、その評価地点を対象に加えます。）

15403 生活排水対策の推進
（主担当．環境生活部大気・水環境課）

「生活排水処理アクションプログラム」 l手基づ
き関係機関と連携し、下水道・集落排水施設等に
ついては計画的・効率的な整備を行い、浄化槽に
ついては補助制度により施設整備を促進します。

15404 伊勢湾の再生に向けた取組の推進
（主担当目環境生活部大気・水環境課）

伊勢湾流域圏を中心とした環境保全活動を広域
的にネットワーク化する「伊勢湾森・川・海の
クリーンアップ大作戦Jの取組を3県1市の連携
により実施するなど、さまざまな主体による森・
J 11 ・海における環境保全活動の活性化を進めます。
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生活排水処理施設
の整備率

〔目標項目の説明〕
下水道、浄化槽、集落排水施設等の生活排水処理施設に
より生活排水の処理が可能な人口の割合

海岸漂着物対策等
の水環境の保全活
動に参加した県民
の数

［目標項目の説明〕
「伊勢湾森・川・海のクリーンアップ大作戦」に参加
した県民の数



15405 環境保全のための調査研究成果の還 大気環境および水
環境の保全1：：関す

]!; 
る調査研究成事果を

（主担当：環境生活部大気・水環境課） 公表した研究業

伊光勢化湾学再生スモなッど7のや水環PM境2に5関なすどるの調天査気研環境究、を 数
〔目標項目の説明〕

行い成果を公表します。 大気環境および水環境の保全に関する分析業務のほかに

調査研究を行い、その成果として学会、論文または企業

への出張講座等で公表した研究事業数

注） 1 光化学スモッグ・大気中の窒素酸化物や炭化水素が太陽光の紫外線によって光化学反応を起こし、それにより生成する

有害物質等が空中に滞留し、白〈もやがかかったような状態になること。

注） 2 PM2.5・微小粒子状物質。大気中に浮遊している2.5μm(1 μmは1mmの千分の1）以下の小さな粒子。 PM2.51立非

常に小さい（髪の毛の太さの1/30程度）ため、肺の奥深〈まで入りやすく、呼吸系への影響に加え、循環器系への影

響が心記されている。

注） 3 BO  D：生物化学的畿素要求量。河川の汚濁の指標として用いられ、水中の汚濁物質（有機物）を微生物によって分解

させたとき1：：：消費される酸素の量

注） 4 COD 化学的酸素要求量．海域の汚濁の指標として用いられ、水中の汚濁物質（有機物）を化学薬品（酸化剤）によ

って分解させたときに消費される酸素の量

注） 5 N.Ox・P M法．自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置

法。自動車から排出される窒素酸化物（NOx）や粒子状物質（PM）による大気汚染を防止し、国民の健康を保護す

るため、平成4 (1992）年に定められた。県内では、平成13(2001）年12月に四日市市、桑名市（旧多度町を除〈）、

鈴鹿市、木曽岬町、朝日町、川越町が窒素酸化物対策地域・粒子状物質対策地域に指定された。

注）日 目標項目，大気環境測定地点（二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素、有害大気汚染物質（ベンゼン、

トリクロロエチレン、テトラウロロヱチレン、ジウロロメ告ン）、河川域（BOD）、海域（GOD)
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防Tτヱ立士一一J
さまざまな主体と連携した人権施策が展開され、県民一人ひとりが、互いの人権を尊重し、多様性
を認める意識を高めるとともに、あらゆる差別の解消が進み、個性や能力を発揮していきいきと活動
できる社会になっています。

｜耳状と課題 ｜ 
・人権が尊重されるまちづくりや啓発・教育等の人権施策を推進しましたが、偏見等による差別や人
権侵害は発生しています。

・人権尊重社会の実現には、住民のあらゆる活動のペースに人権尊重の視点が根付き、人権が尊重さ
れるまちづくりが県内全域で実施される必要があります。

圃県民一人ひとりが、人権に関する知識や情報を習得し、あらゆる人権課題l二ついて自分自身の問題
としてとらえるととができるような啓発を行うとともに、より多くの県民の皆さんに参加してもら、
う必要があります。

園子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を身につけられるよ
う教育を進める必要があります。

・人権相談の内容が多様化・複雑化してきでいることから、相談機関の相談員の資質向上が求められ
るとともに、相談機関相互が連携できる体制づくりが必要です。

E新たな人権課題について認識を深め、社会の動向を注視しながら、課題に対応していく必要があり
ます。

県民が個性や能力を発揮して、自由に生き方を選択し、いきいきと活動できる社会を実現するため
には、互いの人格や個性を認め、「存在Jを尊重できる人権意識を定着させる必要があります。その
ため、県民一人ひとり、企業、住民組織 ・NPO等の団体、行政等が連携して人権が尊重されるまち
づくりに取り組んでいけるよう環境づくりを進めます。

取組方向 ｜ 
圃県民の皆さんの人権意識を把握し、人権尊重の視点に立った行政を総合的に推進するとともに、
さまざまな主体の活動を支援するなど、人権が尊重されるまちづくりを推進します。

・国や企業、 Np O等の団体等さまざまな主体と連携し、多様な手段や機会を活用して効果的な人
権啓発活動を推進するとともに、教育活動全体を通じた人権教育を行うことにより、一人ひとり
の存在や思いが大切にされる学校づくりを進めます。

圃県民の皆さんからの人権に関する相談に適切に対応できるように、各相談機関の相談員の資質向
上に取り組むとともに、相談機関相互の連携を強化し、身近で気軽に相談できる支援体制の整備
に取り組みます。

圃同和問題、子ども、女性、障がい者、高齢者等の人権に関する課題の解決に向けて取り組むとと
もに、近年顕在化している性的マイノリティの人びと等の人権課題について、社会の動向等を的
確にとらえ、対応を進めていきます。
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｜平成31年度末での到達目標 I 

人権啓発・教育が推進され、県民一人ひとりが、人権に対する理解と認識を深めるとともに、差別や
人権侵害等に対すでる人権相談体制等が整備され、差別や人権侵害を許さない、！人権尊重の視点に立った
まちづくりが進んでいます。

人権が尊重されるまちづくりの推進

（主担当．環境生活部人権謀）
住民組織、 Np 0・団体、企業等、地域のさま
ざまな主体の人権尊重の視点をベースにした活動
を支援し、人権が尊重されるまちづくりを推進し
ます。

｜ 目標項目の説明 ｜ 

地域における I人
が尊重されるまち
づくりJ研修会の実
施団体数（累計）
〔目標項目の説明〕
講師・助言者派遣等の県の支援を受けて「人権が尊重さ
れるまちづくり」研修会を実施した団体数（累計）

21102 人権啓発の推進 l人権イベント・講座
（主担当・環境生活部人権課） ~等の参加者の人権

多様な手段と機会を通じて、人権に関する知識iに関する理解度
一一一ーや情報を提供じ7県一民切が権Iご関する浬解初「促進~－田町葉項1回の説明］

を図るとともに、あらゆる人権課題について、自 l人権イベン卜・講座等の参加者へのアンケートにおいて、
分の問題としてとらえてもらえるような効果的なl当該イベント等によって人権に関する理解が深まったと
啓発に取り組みます。また、地域の実情に応じたi回答した参加者の割合
人権啓発活動を担う人材の養成に取り組みます。 1

21103 人権教育の推進
（主担当：教育委員会人権教育課）

教育活動全体を通じた人権教育が行われるよ
う、子どもたちの発達段階に応じたカリキユラム
の作成の支援等を行い、一人ひとりの存在や思い
が大切にされる学校づくりを進めます。

21104 人権擁護の推進
（主担当：環境生活部人権課）

人権に関わる相談機関の相談員の資質向上を図
るとともに、相談機関のネットワークを広げて、
連携を強化します。
また、インターネット上の差別的な書き込み等
を防止するため、インターネットの適正利用につ
いて啓発を進めます。

15 

人権教育カリキュ
ラムを作成してい
る学校の割合

〔目標項目の説明〕
子どもにつけたい力や、発達段階に応じた人権教育の指
導内容を定めた人権教育カリキユラムを作成し、その取
組を進めている公立小中学校および県立学校の割合

人権に関わる相談 l I 

員を対象とした資
質向上研修会受講
者の研修内容の理
解度
［目標項目の説明〕
人権に関わる相談員を対象とした資質向上研修会受講者
へのデンケートにおいて、人権に関する知識の習得・相
談対応力の向上につながったと回答した参加者の割合



院？？？なな：＝＝：－一「
県民一人ひ£りが性別に関わらず、自立した個人としてその個性と能力を十分に発揮できる機会が
確保され、それぞれに多様な生き方が認められる社会が実現じています。そ三では、男女が、対等な
立場で社会のあらゆる分野における活動に積極的・主体的に参画し、共に責任を担い活躍しでいます。

｜現状と課題 ｜ 

圃人口が減少する中で社会が成長し豊かさを維持していくためには、県民一人ひとりが性別に関わら
ず、個性と能力を十分に発揮し、活躍できる社会を築いていくことが極めて重要です。

置政策・方針決定過程への女性の参画は徐々に進んできましたが、指導的地位に占める女性の割合は
少なく未だ不十分ですーまた、固定的な性別役割分担，意識が根強く残っているなどの状況にあるこ
とから、政策・方針決定過程への積極的な女性参画や男女共同参画意識の一層の普及・啓発が必要
です。 ‘ 

・地域や働く場における女性の参画は十分ではなく、市町等と連携して一層の働きかけや支援等を通
じて、意識の醸成や女性が活躍できる環境づくりを行っていく必要があります。

園ドメスティック・バイオレンス（DV）珪）1等の相談件数が増加傾向にあることなどから、 DVや性
暴力・性犯罪を防止するための啓発や被害者支援の一層の推進が求められています。

あらゆる分野における女性の参画は、女性だけでなく、社会システムをより豊かに変革し、地域の
活力を高めることにつながります。そのため、新たに女性活躍の視点を加え、参画をベースとした活
躍をめざし取組を進めていきますロ

｜取組方向 --i 
園県民の皆さんや関係機関と連携しながら、政策・方針決定への女性の参画を一層進めるとともに、
市町や企業・団体等にも働きかけを行います。また、県の事業において、男女共同参画の視点を
取り入れた展開を図ることができるよう全庁的に取り組みます。

圏三重県男女共同参画センターによる学習機会の提供や多様なメディアを活用した啓発等を通じ、
男女共同参画意識の一層の普及を進めるとともに、市町と協働し、男女共同参画の取組が進むよ
う支援します。

圃企業等における女性の職域拡大や活躍できる環境整備が進むよう働きかけや支援を行います。ま
た、地域活動における女性の参画が進むよう市町等と連携し、地域での取組への働きかけや支援
を行います。

• D Vによる被害の防止対策については、関係機関や団体等とのネットワ｛クを広げながら、特に
若年層に対する啓発を強化するとともに、性暴力’性犯罪を含めたDV被害者等に対する相談・
保護・自立支援等の取組を進めます。

16 



I平成31年度末での到達目標 ｜ 

行政や企業、各種団体等において、政策や方針の決定過程への女性の参画が拡大しているとともに、
女性が活躍できる環境づくりが進められています。

同型空ーi｜ 目標項目ゐ説由 一］

政策・方針決定過程への女性の参画

（主担当・環境生活部男女共同参画・ Np O課）
男女が社会の対等な構成員として、政策・方針
決定過程に共に参画し責任を担う社会づくりを進
めるため、県および市町の審議会等における女性
委員の占める割合の増加に取り組みます。

21202 男女共同参画に関する意識の普及と

教育の推進

「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」 r：：おける事業主行動計画を
策定している企業や団体の数
（概ね101人以上の企業等を対象）

県・市町の審議会等
における女性委員
の割合

〔目標項目の説明〕
地方自治法（第202条の3）に基づき県および市町が設
置する審議会等における女性委員の総委員数に対する割
A 

"' 

男女共同参画セン
ター開催事業の新
l規参加者の日数ー一一一一一一一一一一一て主担当で環境生活部男女共同著書面~N-p-o課〕ー

三重県男女共同参画センターが行うさまざまな
講座やフォーラム、情報誌の発行などを通じ、男
女共同参画意識の一層の浸透を図ります。

21203 あらゆる分野における女性活躍の推

進
（主担当：環境生活部男女共同参画・ Np O課〕
女性が、職場、地域等のさまざまな分野におい
て能力を発揮できる環境づくりに取り組み、女性
の活躍を推進します。

21204 性別に基づく暴力等への取組
（主担当：環境生活部交通安全・消費生活課）

ITVや性暴力・性犯罪を許さないという意識の
浸透を図るとともに、相談や被害者の保護・支援
体制の充実を図ります。

〔目標項目の説明〕
三重県男女共同参画セン合ーが開催する講座やセミナ一
等における新規参加者の数

女直面天活躍誰蚕
三重県会議におけ
る「取組宣言」を行
った企業・団体の数
（累計）
〔目標項目の説明〕
女性の管理職比率や女性の職域拡大、ー会1生活躍につなが
る職場づくり等についての目標を自主的に宣言し取組を
進めている企業や団体の数
（概ね 100人以下の企業等を対象）

「女性に対する暴
力をなくす運動J期
間中の啓発箇所数

〔目標項目の説明〕
「女性に対する暴力をなくす運動J期間中に、県、市町
および関係機関が、街頭での一斉啓発を含む多様な啓発
を行った笛所数

注） 1 ドメスティッヲ・バイオレンス（DV) ：配偶者や恋人など親密な関係にある、または、あった者からの身体に対する

暴力等をいう。

17 



防~t~＝~＝＝＝~一一「
NP O、経済団体、行政等のさまざまな主体が連携して、多文化共生社会づくりに取り組むことに
より、文化的背景の異なる人びとが、互いの文化の違いを認め合い、対等な関係のもとで、地域社会
を一緒に築いています。

L現状と課題 ｜ 
掴県内の外国人住民数は、 41,251人（平成26(2014）年末）と県人口の約2.22%を占めJ外国人比率
は会圏第3位となっています。外国人住民等は、地域の経済を支える大きな力となっているものの、
言葉の壁や文化の違いなどから地域でのコミュニケーションが十分に図られず、外国人住民等の地
域社会への参画が進んでいません。

圃県内の外国人住民は定住傾向にあることから、教育、防災、医療等さまざまな生活場面で新たな課
題が出始めています。また、日本語の理解度や経済的理由等から、外国人住民等の間にもさまざま
な格差が生じています。

圃県内の市町においては、外国人住民数や外国人住民の在留資格の違いなどにより、取組に差があり
ます。

圃三重県は、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍率が全国1位であり、多言語化が進んでいる
ことから、外国人児童生徒の日本語習得を支援していく必要があります。

圃日本再興戦略では、「外国人材の活用」として、高度外国人材の受入れ促進のための取組強化など
に取り組むこととしており、今後は、さまざまな国の多様な職種の外国人が日本（三重県）で生活
することが見込まれます。

地域社会における人口減少が懸念されるなか、外国人住民等が地域社会の担い手となることが期待
されます。外国人住民等に多様な情報を発信することや、日本人住民と外国人住民相互の理解を促進
する機会を提供することで、高い目標に向けてチャレンジする環境づくりを進めます。
また、外国人住民等が将来に対して不安を感じることなく、安心して暮らすことができるよう外国
人住民等の生活支援に引き続き取り組みます。

川担方向 －÷1 
圃外国人住民等が地域社会の一員として地域づくりに積極的I：：参画することができるよう、必要な
情報を提供します。また、日本人住民と外国人住民を対象に、文化の違いや多様性を学び合う機
会を提供します。

園外国人住民等が将来に対して不安を感じることなく安心して暮らすことができるよう、外国人住
民等の抱える日常生活におけるさまざまな課題の解決に向けた支援に引き続き取り組みます。

・市町の先進的な事例を他の市町へ展開するなど、市町との連携強化に取り組んでいきます。

・外国人児童生徒がどの地域、どの学校に通っても、学力を高め、社会的に自立ができるよう、学
校・家庭・地域が連携し、外国人児童生徒の学びを支える体制づくりに取り組みます。

18 
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｜平成31年度末での到達目標 ； 

NP O、経済団体、行政等のさまざまな主体が連携し、外国人住民等が地域社会の一員として地域づ
くりに積極的に参画する仕組みづくりを進めます。

21301 多文化共生に向けた学習機会等の提

供と外国人住民等の生活への支援

（主担当・環境生活部多文化共生課）
多文化共生にかかる啓発を進めるほか、外国人
住民等が地域づくりに積極的に参画することがで
きる仕組みの構築に取り組みます。
また、県内市町の取組もふまえ、外国人住民等
に対する生活の支援に取り組みます。

21302 日本語指導が必要な外国人児童生徒

への支援

（主担当：教育委員会小中学校教育課）

芥国人児童生徒に対する教育の充実を図るた
め、受入体制の整備の支援を行うほか、臼本語指
導、適応指導の充実等を図ります。また、就学の
案内・相談や進路選択の取組の支援に取－り組みま
す。

19 

｜ 周襟項目の説明 ｜ 

多文化共生にかか
るセミナ一、研修会
等参加者の満足度

〔目標項目の説明］
多文化共生の社会づくりのために実施する、セミナ一、
研修会等への参加者に対してのアンケードにおいて、「研
修内容を理解できた」「今後の活動に生かせる』等、肯定
的な回答の割合
医療通訳者が常勤
している医療機関
I＿＿（／）＿数＿（累計こに一一一l
〔目標項目の説明］
医療通訳者が常勤している県内の医療機関の数

日本語福尋が必要
な外国人生徒のう
ち、就職または高等
学校等に進学した
生徒の割合

〔目標項目の説明〕
日本語指導を必要とする中学3年生の外国人生徒全員の
うち、就職または高等学校等に進学した生徒の割合



昨ケ~一--------i
世代や障がいの有無、国籍などにとらわれず、あらゆる県民の皆さんが文化や地域の歴史等に学び
親しみ、豊かな感性や創造性等を育みながら、心豊かな生活を送っています。
また、文化活動や学びの成果を生かし、ライフステージ等に応じて地域のさまざまな活動を主体的
に支えています。

！現状と課題 ｜ 
圃「新しいみえの文化振興方針」に基づき、「人材の育成」！や「文化の拠点機能の強化」など5つの
方向で取組を展開し、県民の皆さんが主体的に文化にふれ親しみ、支え、創造することができるよ
うな環境を整備していく必要があります。

回特色ある歴史的風土に育まれ、地域の中で守り伝えられてきた多くの有形・無形の文化財を適切に
保存し、地域に対する愛着や誇りを育めるよう、人づくりや地域づくりに活用していく必要があり
ます。

Eライフステージやライフスタイルに応じた多様な学習ニーズを的確に把渥して魅力的な学びの場
を提供することや、学んだ成果を生かして主体的に活動することができる場の提供など、生涯を通
じて学ぶことのできる環境づくりが必要です。

園生涯学習の推進に重要な役割を担う社会教育においては、地域コミュニティ、 Np O、企業などさ
まざまな主体が持つ知識や経験を、学校教育や家庭教育と連携し、地域の課題解決、学習環境の整
備に生かしていくことが求められています。

世界に誇る歴史的・ー文化的資産の磨き上げとともに、復元建物を中心とした「さいくう平安の杜」
や総合博物館 CMi eMu）等をとおした国内外への情報発信によLJL三重の知名度を向上させ、幅
広い交流を進めることにより、文化活動を通じて、平成 28(2016）年の伊勢志摩サミットや平成 33
〔2021）年の国民体育大会等への多くの県民の参加を促進します。
また、県民の皆さんが自分らしい生き方を選択できる環境を整備するため、ライフステージに応じ
た学習機会や成果を生かす場の充実を図っていきます。

｜取組方向

・県立文化施設の拠点機能や連携を強化し、「三重県ゆかりの偉人の顕彰Jなど多様で魅力的な展
示・公演を開催するとともに、これを支える専門人材の育成、顕彰制度の運用や発表の場づくり
等により、主体的な文化活動を促す環境づくりを進めます。特に、次代の文化の担い手や鑑賞者
を育み、心豊かな子どもを育成するため、子どもたちが本物の文化にふれ、豊かな感性等を育む
機会を充実します。

圃県民の皆さんが地域の文化財の価値に気づき、大切に守り伝え、積極的に活用できる環境づくり
を進めるとともに、歴史的・文化的資産等を生かした人づくりや地域づくりを促進します。

圃県立生涯学習施設がコーディネートや調査研究などの機能を充実しながら、高等教育機関やミュ
ージアム、文化芸術分野の専門家等との連携を強化し、県民の皆さんの多様なこーズをふまえた
魅力的な学びの場を提供します。また、「みえ生涯学習ネットワークJ等を通じ、さまざまな主体
の交流や情報発信の充実を図るとともに、学習成果の活用の場や機会の創出に取り組みます。

圃社会教育関係者のネットワークを拡充し、交流の場を設け、情報共有や人材育成を図ることによ
り、社会教育、学校教育、家庭教育の連携を促進します。
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｜平成31年度末での到達自襟 ｜ 

多様な文化にふれ親しんだり、学びの機会を得ることで、心の豊かさやいきがいを実感している県民
が増加するとともに、みえの文化の素晴らしさや学習する楽しさが再認識され、その魅力や知識が磨き
上げられて、文化を通じた交流や学習成果を生かす機会が活発になっています。

｜ 県民指標 ｜ 

・・・・・・・冨E諜n~1==-・・・掛協rr.- ｜ 目標項震の説明 ｜ －＝＝！沼rr-.

参加した文化活動、生涯学習
に対する満足度

品霊蓮華1

文化にふれ親しみ、創造する機会の充

実
（主担当：環境生活部文化振興課）

多様で魅力的な展示・公演や調査研究の実施な
どにより、文化のおもしろさや価値等を伝えると
ともに、人材育成や顕彰制度の運用、発表の場づ
く、りなどによりさまざまな主体の文化活動を促進
していきます。

"22802~文化財の保存ーL継承ょ活周
（主担当：教育委員会社会教育・文化財保護課）

歴史的・文化的に価値の高い文化財を調査し、白
特に重要なものについては指定するなど、文化財
を将来にわたって保存・継承・活用するための取
組を推進します。

22803 学びとその成果を生かす場の充実
（主担当：環境生活部文化振興課）

県立生涯学習施設の機能の充実等を図り、多様
なニーズをふまえた一層魅力的な講座やセミナ一
等を開催するとともに、生涯学習に取り組むさま
”ぎまな主体の成果発表の場づぐりや情報発信の充
実等に取り組みます。

22804 社会教育の推進と地域の教育力の向

上

（主担当：教育委員会社会教育・文化財保護課）

地域において社会教育の推進に取り組む関係者
のネットワークを構築し、情報共有・情報交換や
地域の課題解決、学習環境の整備のたのの検討を
行う場を提供します。
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県立文化施設の利
用者数

〔目標項目の説明］
県立の図書館、総合博物館‘美術館、斎宮歴史博物館お
よび三重県総合文化セン告ーの利用者数

ヨ了イE尉ー情報アすす
ス件数

〔目標項目の説明〕
三重県が管理運営する、文化財に関する WEBサイトの年
間アクセス数

みえ生涯学習ネッ
トワーク登録会員
数

〔目標項目の説明〕
さまざまな主体が、自らの活動成果の発表や情報発信を
百的に加天工ーでいる~涯掌習モシ予孟百）"Ji_；主主主涯学習ネ
ットワーウ登録会員数

地域の教育関係者
のネットワークへ.， • 
の参画者数

〔目標項目の説明〕
地域において子ども等を対象とした教育活動に取り組む
関係者によって構築するネットワーク（集まり・つなが
り）への参画者数



作立行立工二：ァ一一寸
， 

i泉民の皆さんとめざす姿 」
地域づくりに取り組みたいと思う県民の皆さんが、自らの能力を発揮しながら積極的に社会に参画
したり、地域づくりの担い手として、地域の課題解決に取り組んだりしています。
また、県民一人ひとりが、自らを社会の担~·~.手であると認識し、 N p 0 （ボランテイア団体・市民
活動団体等）に対する理解を深め、さまざまな手段によりNp O活動に参画するとともに、 Np Oは
社会づくりの主要な担い手として自立した活動を展開し、さまざまな主体と力を合わせ、地域の諸課
題に取り組んでいます。

現状と課題 ｜ 
圃 Np Oがさまざまな分野で社会づくりに取り組んでいるという認識は広がっているものの、 NPO法
人に関する情報については、その充実度に満足していない人が約3割いるとともに、そもそも情報
を入手していない人が約半数に達しているという状況であり、 Np Oの活動内容などの情報が浸透
しておらず、県民の皆さんや企業等のNp O活動に対する理解が十分に進んでいません。

圃 「協創」については、第一次行動計画の「新しい豊かさ協創プロジェクト」において、仕組みづく
りに取り組んできましたが、人口減少が進む中で、地域における「協創」の担い手として、 NPO. 
や地域づくり団体をはじめ、学生、シニアなどさまざまな主体が参画できる環境整備が必要となっ
ています。

行政による公共サービス提供の限界と地縁的なつながりの希薄化が指摘される中で、 Np Oや学生
などがさまざまな人とのつながり・ネットワークを形成して、安心感のある暮らしができる地域づく
りに取り組みます。
また、様々な課題を抱える人たちに寄り添い、地域活動団体等と主体的に関わる中で、地域の多様
な資源を活用しながら、地域の魅力向上に向け、機動的・多面的に地域の課題解決に取り組みます。

取組方向 ｜ 
圃県民の皆さんが社会参画に対する意識を高めるとともに、 Np Oに対する理解を深め、さまざま
な手段で参画できる仕組み（寄附、ボランティア、 NPO活動の情報発信等）を整備します。また、
NP Oの中間支援機能を強化し、 Np Oがより活発に活動を展開できる環境整備を図ります。

圃次世代の「協創」の担い手として期待される学生が、主体的にNPO・ボランティアの活動や、地域
課題の解決に向けた取組に参画できるよう、地域のさまざまな主体とのネットワークづくりの支
援や環境整備に取り組みます。
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県民の社会参画の促進 II 
~ N p O法人に対す

（主担当：環境生活部男女共同参画・ Np O課） iる寄付金総額
NP O法人認証事務を的確に行うとともに、 N
p O活動について県民の理解を深め参加につなげ1〔目標項目の説明〕
るため、みえ県民交流センタ一指定管理者と連lNP O法人から毎年提出される事業報告書に記載されて
携・協働をさらに強化し、情報発信とNp O法人lいる寄附金総額
の運営基盤強化に取り組みます。 ” 

25502 学生の地域活動への参画促進 l「みえ学生地域活
l動支援センター（仮

（主担当：戦略企画部企画課） II 1知；1 宅利用して地
学生が、「みえ学生地域活動支援センター（仮説達司に取り組ん
称）」を通じて、主体的に地域の活動型主主壬思己何件数

一一一－11一石機套を割百じ了植樹三若r:r.石課；窟合解決世＠以「7百石日平仏フ ~~λ 〔目標項目の説明〕
組を支援します。 トよ~1':

H学生が「みえ学生地域活動支援セン安一（仮称）」を利用
して地域活動に取り組んだ事例数

1－＝聞置｜｜ 百襟項目の説明 ｜ 
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院11 1 災害から地問…り
多くの防災人材が地域で活躍するなか、県民の皆さん一人ひとりの防災意識が防災行動へと結びつ
き、助け合いや支え合いによる災害に強い地域づ、くりが進んでいます。

｜現状と課題 ｜ 

園近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や、近年、激化の様相をみせる集中豪雨などの自然災害に
備えるためには、「自助」「共助」「公助」の取組が一体となった取組を進めることが必要ですが、東日本
大震災の発生から4年が経過じ、県民の皆さんの防災に関する危機意識が低下していく傾向にあります。

圃防災に関する危機意識が低下していくなかで、地震や台風などの災害発生時において、被害を最小限に
抑えるためには、県民の皆さん一人ひとりの「自助Jや「共助」の取組を促進し、防災に関する意識を
高め、「防災の日常化」の定着をめざした取組をこれまで以上に進める必要があります。

圃「防災の日常化」の定着を図るためには、「自助」「共助」「公助」のそれぞれの取組を実践し、その活動
を支援・補完することのできる「防災人材づくりJを進めることが重要なことから、今後は、防災人材
の育成と、 l育成した人材がより地域で活躍できる環境づくりを進めていくことが求められています。

園地域において「共助」の取組を促進するには、「組織の力Jの活用が重要であり、自主防災組織や消防団
の充実強化と連携強化を進め、これらの取組を融合させながら、地域防災力向上の核となる枠組みの構
築を進めていくことが必要です。

近い将来において発生が予想される南海トラフ地震や、年々、勢力を増す台風、激化する集中豪雨
など、「必ず起こる」災害に対し、不安を感じることなく、安心して暮らすことのできる社会づくり
に向け、県民の皆さんの防災意識を向上させるための取組を進めるとともに、防災活動を通じて家族
の鮮や地域とのつながりを感じることにより、支え合って暮らすことのできる災害に強い社会づくり
を進めます。

｜取組方向 ！ 
・「みえ防災・滅災センl,i~J の取組を中心に、防災人材の育成に取り組むとともに、「みえ防災人材パ
ンク」の充実を図り、防災人材が地域で活躍できる環境づくりに取り組みます。また、企業の防災関係
の取組を支援し、企業防災力の向上を図ります。

園地域防災の中核を担う自主防災組織と消防団が連携し、隙間のない災害対応が実施されるよう、三つの
組織の力を真に発揮するための防災人材を育成します。

圃防災ノート等の防災学習教材の充実、防災タウンウオッチングなどの体験型防災学習の実施の支援、教
職員の防災に関する研修など学校における防災教育を推進します。

圃「みえ防災・減災アーカイブ」を地域の防災教育に活用するとともに、学校と保護者、地域住民、近隣
学校等が連携した防災学習や避難訓練の実施など、学校、家庭、地域が連携した取組を推進します。

・ボランティアやNp Oを円滑かつ効果的に受け入れ、県内外の関係機関との連携体制を構築し、すみや
かな協力・連携・協働が行えるネットワークの構築や仕組みづくりを進めます。

24 



ιj均年計何時目標 ｜ 

防災人材の活躍によって、「自助」「共助jが促進されることにより、近い将来に発生が予想される地
震や年々勢力を増す台風、集中豪雨など、「必ず起こる」大規模災害発生に備えた、人的被害を最小限
に抑えることのできる環境づくりが進んでいます。

県民指標 ｜ 

圃・・・・・・：1陸軍司冨・・・・・・・｜ー晴嵐圃園 ｜ 図標項目の説明 ｜ 

防災人材の育成・活用 1「みえ防災人材パ
（主担当：防災対策部防災企画・地域支援課） IIンク」登録者の活動

自主防災組織のリーダー育成、自主防災組織と j件数
消防団の連携強化、防災教育の充実のためのコンl寸百標項目の説明〕
テンツ作成、企業における防災関係の取組の支援l「みえ防災・減災セン告ー」が育成した「みえ防災人材
など、みえ防災・減災センターと連携し、地域に jパンク」登録者が、地域や事業所等において橡々な防災司
おける防災人材の育成と活躍を支援します。 h成災活動を支援した件数

11102 学校における防災教育の推進 ｜家庭や地域と連携 I

lした防災の取組を
II （主担当：教育委員会教育総務課） I実施している学校

-11  防災lニ閣の防災学習教材キ防災教育＇－－＇－－防 2計百割育一一一一一
対策に関する教職員への研修を充実するなど II 

校における防災教育を推進するととも「 学長Zl〔目標項目の説明〕
』、 II PT A、自主防災組織、地域住民など他の主体と連携し

家庭、地域が連携した取紐を進めます。 II 1た防災の取組を実施している学校の割合

11103 災害ボランティアの活動環境の充実
（主担当：環境生活部男女共同参画・NPO課）

亥喜ボランティア活動に関わるさまざまな主体
をネットワーク化し、研究や訓練を通じて、災害
時にNp Oが円滑かつ効果的に支援活動を行うた
めの環境を整備します。
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みえ亥言示ランテ
イア支援センター
の幹事団体・協力団
体数
〔目標項目の説明〕
災害時におけるボランティア支援の中心となる「み
主3喧君主て＇；＿＇；！ =t~_z玄援センタ？？」を構成する幹事
団体及び協力団体数



昨~：~＝エコーj
｜塑の皆さんとめざす姿 ｜ 
子ど否反ち両事びE育：ちを支えるため、保護者や地域住民の事校運営等への参画が進み、学校・家
庭・地域が一体となった教育活動が行われています。
また、子どもたちが学校生活全体を通じ、自分の輿昧・関心や将来の目標に応じて、多様な選択肢
の中で主体的に学ぶとともに、集団の中で切礎琢磨することで、豊かな人間性や学ぶ力を身につけて
います。
さらに、教職員が指導力や人間性を磨き、意欲的な指導を実践し、県民からの信頼が高まっていま
す。 j

｜現状と課題

園子どもたちの豊かな育ちを支えるため、学校・家庭・地域の関係者が目標や課題を共有し、地域の
実情に合わせてコミュニテイ・スクールや学校支援地域本部などに取り組み、「地域とともにある
学校」となることを目指す必要があります。

国グローパル化の進展など社会の変化やニーズを踏まえて、子どもたちによる主体的な進路選択が可
能となるよう、学校の特色化・魅力化を進める必要があります。また、少子化の進行による子ども
たちの減少や、学校の地域に果たす役割などについて総合的に考えて適正規模・適正配置を進める
必要があります。

園多様化・複雑化する教育課題に組織的に対応できるよう、教職員は専門性をより高めるとともに、
教職生活全体を通じて学び続ける意欲や探究心を持ち続ける必要があります。

圃今後、多くの経験豊かな教職員の退職が見込まれており、i力量のある教職員の確保、知識等の継承、
若手および中堅・中核教員の計画的な人材育成を進める必要があります。

地域や保護者等が学校運曽に積極的に参画し、学校を支援する体制づくりが進むことで、子どもた
ちが郷土を誇りに感じるとともに夢や希望を持って学んでいます。
各学校の教育目標に応じて、専門的な知識や技能を有する外部人材を積極的に活用します。

i取締方向 ｜ 

圃聞かれた学校づくりサポーターを学校に派遣すること等を通じて、コミュニティ・スクールや学
校支援地域本部の導入など、保護者や地域住民が参画する学校運営を促進します。

園小中一貫教育に関する情報提供を行うとともに、小・中学校両方の教員免許を有する教員の適切
な配置等に努めます。

園中高一貫教育については、その理念や期待される教育効果、課題を明確にしつつ、県内各地域の
状況やニーズ等を踏まえ、検討を進めます。

園高等学校において、グローパル人材の育成を目的とした教育内容の充実や地域に根ざした特色あ
る専門学科等の設置・拡充を検討します。

圃 「教育に対する情熱と使命感」、「専門的知識・技能に基づく課題解決能力」、「自立した社会人と
しての豊かな人間性」を持った教職員の採用・育成を図ります。

圃私立学校において教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育が一層拡充されるよう取り組
みます。
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聞かれた学校づくり

（主担当：教育委員会小中学校教育課）
コミュニティ・スクールなどの導入を図るとと
もに、三重県型「学校マネジメントシステム」（仮
称）による教育活動および学校運営の質的向上を
図りますロ

22602 学校の特色化・魅力化
（主担当：教育委員会高校教育謀）

幼稚園および保育所等と小学校が連携した取組
の充実、小中一貫教育の市町支援、中高一貫教育
の検討、高大連携などに取り組むとともに、学校
や地域の特色を生かした特色化・魅力化を進めま
す。

22603 教職員の資質向上
（主担当・教育委員会研修企画・支援課）

教職員の授業力向上に向けた研修を実施し、実
践的な指導力を高める取組を進めます。

22604 私学教育の振興
（主担当．環境生活部私学課〕

私立学校に対して、経常的経費等への補助を行
うとともに、学校訪問等において、学校が抱える
課題等に効果的な助言等を行うことにより、特色
のある学校づくり及び健全な学校運営を支援しま
す。

｜ 目標項毘の説明 ｜ ・・・Sil沼恒E・・

コミュニティ・スク
ールに取り組んで
いる小中学校の割
合
［目標項目の説明］
「コミュニテイ Pスクールの取組を推進している」と回
答した小中学校の割合（三重県教育委員会調べ）

学校支援地域本部
に取り組んでいる
小中学校の割合

〔目標項目の説明〕
>-f学校支援弛域本部の激組を推進じてドる了一ど回答じ五：－1一一
小中学校の割合（三重県教育委員会調べ）

中学 3年生が体験
入学で県立高等学
校に魅力を感じた
割合
［目標項目の説明〕
高校生活入門講座に参加した中学生に行うアンケート調
査において、県立高等学校に魅力を感じたと回答した生
徒の割合（三重県教育委員会調ベ）
校内外の研修や研 I

究会の成果を教育
活動｛三反映じでい

呈主埜旦型金
〔目標項目の説明〕
研修や研究会の成果を授業や実践的な取組に「よく反映
しているj「どちらかといえば反映している」と回答した
小中学校および県立学校の割合（三重県教育委員会調べ）

私立学校にお’ける
特色ある教育・学校
運営の取組事例数

〔目標項目の説明〕
私立中学校・高等学校における特色化教育の実施事例数
（環境生活部私学課調べ）

27 


